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１．福島復興局の体制図 （令和５年３月１日現在）

〇企画班・特区班
・被災者支援 ・医療、福祉 ・産業振興、企業連携、雇用 ・教育、文化
・復興特区 ・税制
・インフラ ・農林水産 等

総
括

〇総括班
・人事 ・庶務、会計 ・局内事務調整 ・視察、式典等対応 ・要望対応
・情報収集、広報 ・照会対応 ・市町村応援職員業務 等

〇移住・定住班
・移住及び定住の支援

〇交付金班
・福島再生加速化交付金 ・復興交付金 等

〇帰還・再生班
・福島生活環境整備・帰還再生加速事業

福島復興局
【６９名】

横
断
的
復
興
制
度

個
別
自
治
体

復
興
支
援

〇地域班
・原子力被災自治体に対する支援
・上記以外の福島県内自治体に対する支援

※期間業務職員（５３名）含む合計１１４名

☆総括班、企画班及び支所の一部職員は、福島国際研究教育機構準備室員を兼務

駐在員【４名】
川俣町・飯舘村・葛尾村・川内村

富岡支所
【５名】

浪江支所
【６名】

帰還・移住等
環境整備センター
（富岡町役場に設置）

【１名】
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市町村応援職員

【２９名】



２．帰還困難区域の復興・再生

【現況（令和３年度以降）】
①「特定復興再生拠点区域」

〇 令和４年６月に葛尾村・大熊町、同年８月に双葉町の同区域の避難指示解除
〇 令和５年春頃の富岡町、浪江町(※)、飯舘村の同区域の避難指示解除を目指し、除染、インフラ整備等を推進中

(※) 令和５年３月31日解除予定

②「特定復興再生拠点区域外」

〇 令和３年８月「特定復興再生拠点区域外への帰還・居住に向けた避難指示解除に関する考え方」を政府の基本
方針として決定

〇 令和６年度から始まる拠点区域外の本格除染に向けて、大熊町・双葉町の一部地域で先行除染に着手する経費
について、令和５年度予算概算決定

〇 市町村長が、拠点区域外において住民帰還・生活再建を目指す「特定帰還居住区域」（仮称）を設定できる制
度を創設するため、福島復興再生特別措置法の一部を改正する法律案を閣議決定（令和５年２月７日）

福島復興再生特別措置法の改正(H29.5)により、帰還困難区域内に、避難指示を解除し居住を可能とする「特定復興再生拠点区域」を定めることが可能に。

【令和２年度までの主な動き】
○ 平成25年８月、避難指示区域の見直しが完了。

○ 令和２年３月までに、帰還困難区域を除く全ての地域で避難指示が解除。

【特定復興再生拠点区域外の対応に係る政府の基本方針等】

①「特定復興再生拠点区域外への帰還・居住に向けた避難指示解除に関する考え方」(R3.8)より抜粋
● …拠点区域外の避難指示解除及び復興に向けて、地元と十分に議論しつつ、国は、施策の具体化を行う。そして、国は、2020年代をかけて、
帰還意向のある住民が帰還できるよう、避難指示解除の取組を進めていく。

② 「東日本大震災 復興加速化のための第11次提言（概要）」より抜粋
● 住民一人ひとりに寄り添った帰還意向の丁寧な把握とスピード感をもった対応、除染範囲・手法を地図上に整理しながら具体化、大熊町・双
葉町でモデル事例となるよう先行的に除染に着手し住民の安全・安心を目に見える形で示すこと、関係主体が連携したインフラの実態把握と効
率的な整備、残された土地・家屋等の扱いについて地元自治体と協議・検討を進めること、等を求める。 2
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３．福島復興再生特別措置法の一部を改正する法律案

「特定帰還居住区域」（仮称）の創設

○市町村長が、拠点区域外において、避難指示解除による住民の帰還及び当該住民の帰還後の生活の再建を
目指す「特定帰還居住区域」（仮称）を設定できる制度を創設

帰還住民の日常生活に必要な宅地、道路、集会所、墓地等を含む範囲で設定 (要件は以下のとおり)

①放射線量が一定基準以下に低減できること
②一体的な日常生活圏を構成していた、かつ、事故前の住居で生活の再建を図ることができること
③計画的かつ効率的な公共施設等の整備ができること
④拠点区域と一体的に復興再生できること

○市町村長が特定帰還居住区域の設定範囲、公共施設の整備等の事項を含む「特定帰還居住区域復興再生
計画」（仮称）を作成し、内閣総理大臣が認定

○認定を受けた計画に基づき、以下の国による特例措置等を適用

(1)除染等の実施(国費負担) (2)道路等のインフラ整備の代行

避難指示解除の取組を着実に進めていき、拠点区域外の帰還困難区域において、帰還意向のある住民の
帰還の実現・居住人口の回復を通じた自治体全体の復興を後押し

法律案の概要

（区域のイメージ）



４．避難指示解除の状況等

避難指示区域の概念図（令和２年３月10日時点）

福島第二
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楢葉町

田村市

川内村
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【避難指示解除の状況】

（１）平成26年４月１日 田村市
（２）平成26年10月１日 川内村（一部地域）
（３）平成27年９月５日 楢葉町
（４）平成28年６月12日 葛尾村※１

（５）平成28年６月14日 川内村
（６）平成28年７月12日 南相馬市※１

（７）平成29年３月31日 飯舘村※１、川俣町、浪江町※１

（８）平成29年４月１日 富岡町※１

（９）平成31年４月10日 大熊町※１

（10）令和２年３月４日 双葉町※１、※２

（11）令和２年３月５日 大熊町※２

（12）令和２年３月10日 富岡町※２

（13）令和４年６月12日 葛尾村※３

（14）令和４年６月30日 大熊町※３

（15）令和４年８月30日 双葉町※３

※１：帰還困難区域を除く避難指示区域の解除
※２：特定復興再生拠点区域の一部解除
※３：特定復興再生拠点区域の解除

【避難者の状況】（令和４年３月31日時点）

帰還困難区域からの避難対象者： 約２.１万人

※ 市町村から聞き取った情報（令和４年３月31日時点の住民登録数）を基に
原子力被災者生活支援チームが集計



５．帰還困難区域における特定復興再生拠点の整備
＜双葉町（2017.9.15認定）＞＜大熊町（2017.11.10認定）＞

＜富岡町（2018.3.9認定）＞

＜葛尾村（2018.5.11認定）＞

・区域面積：約95ha  ・居住人口目標：約80人
・避難指示解除の目標：2022年春
（2022年6月12日、特定復興再生拠点区域の
避難指示を解除）

＜浪江町（2017.12.22認定）＞

・区域面積：約661ha  ・居住人口目標：約1,500人
・避難指示解除の目標：2023年3月
（ただし、早期に整備が完了した区域から先行
する。）
※2023年3月31日解除予定

＜飯舘村（2018.4.20認定）＞

・区域面積：約186ha  ・居住人口目標：約180人
・避難指示解除の目標：2023年春
（ただし、早期に整備が完了した区域から先行
する。）

・区域面積：約555ha  ・居住人口目標：約2,000人
・避難指示解除の目標

2022年春頃まで：特定復興再生拠点区域全域
（2022年8月30日、特定復興再生拠点区域の避難
指示を解除）

・区域面積：約860ha  ・居住人口目標：約2,600人
・避難指示解除の目標

2022年春頃まで：特定復興再生拠点区域全域
（2022年6月30日、特定復興再生拠点区域の避難
指示を解除）

・区域面積：約390ha  ・居住人口目標：約1,600人
・避難指示解除の目標

2023年春頃まで：特定復興再生拠点区域全域
（2020年3月、JR常磐線夜ノ森駅周辺の一部区域
を解除） 5



★ 避難区域等の荒廃抑制・保全対策

・除草
火災等の危険を低減し避難

区域を保全するために必要な
除草を実施。

・防犯パトロール、防犯カメラ
避難指示区域の見直しに伴

い自由に立ち入りできる区域
について、防犯・防火のため
のパトロール・カメラを措置。

★ 住民の一時帰宅支援

・一時帰宅バス等の運行
自家用車等の交通手段を持

たない方向けに、避難先と避
難元を結ぶバスやジャンボタ
クシーの運行を委託。

など

★ 生活関連サービスの代替、補完

・村内医療体制の拡充
医療環境に対する住民の不安を

払しょくするため、村の診療所へ
の専門医師の定期的な派遣を委託。

★ 地域のコミュニティの維持

・市外避難者への情報提供
市外避難者と自治体とのつながりを維持しても

らうため、復興情報・生活情報
・防災情報等を自治体チャンネ
ルとして放送・配信。

・避難者の交流事業
双葉地域８町村のシンボルイベントであった

「ふたばワールド」を復活させ、全国に分散避
難している地域住民同士の交流を創出すること
により、双葉地方の人と人、
人と地域を再び繋ぎ、復興
に向けた意識の醸成を図る。

など

★ 公共施設・公益的施設の機能回復

・公共施設の点検
避難指示に伴い、長期間放置

された下水道管路について、下
水道の復旧に向けて、管路の点
検を実施。

・公共施設の清掃
児童福祉施設の再開に向け

て、施設内の内部清掃を実施。

・公共施設の修繕
避難に伴い、長期間放置さ

れた集会施設内の修繕を実施。

など

主な事業例（国が全額支援）

６．福島生活環境整備・帰還再生加速事業（令和４年度当初予算額 88億円）

【令和５年度概算決定額 80億円】
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事業概要・目的

①生活環境の改善のための取組
②避難解除区域への帰還加速

のための取組
③直ちに帰還できない区域等

の荒廃抑制等

○ 福島復興再生特措法等に基づき住民の生活環境の改善に資するため、避難指示に起因して機能低下した公共施
設・公益的施設について、市町村等からの要請に基づき国の費用負担により機能回復を実施（福島避難解除等区域
等生活環境整備事業）

○ 原子力災害からの復興・再生を加速するため、福島県の被災12市町村における避難解除区域の住民の帰還を促進
するための取組や、直ちに帰還できない区域等への将来の帰還に向けた荒廃抑制・保全対策を実施（福島原子力災
害避難区域等帰還・再生加速事業）

※ 対象区域：田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村



７．福島再生加速化交付金

（１）対象区域
避難指示を受けた12市町村等（各事業に応じて対象地域を設定）

（２）福島再生加速化交付金の主な事業内容

○「福島復興再生基本方針」(抄)
福島の復興・再生には中長期的な対応が必要であり、第２期

復興・創生期間以降も引き続き国が前面に立って取り組む。こ
うした状況に鑑み、当面10年間、復興のステージが進むにつ
れて生じる新たな課題や多様なニーズにきめ細かく対応しつ
つ、本格的な復興・再生に向けた取組を行う。

○ 長期避難者への支援から帰還環境の整備など復興のステー
ジが進むにつれて生じる新たな課題やニーズにきめ細かく対
応する施策を支援し、福島の復興・再生を加速化する。

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

下記の事業を一括して支援することにより、被災地域の復興・
再生を加速できる。
 長期避難者の生活拠点整備、子育て世帯の帰還・定住支援、

避難住民の帰還のための生活拠点整備等
 移住・定住の促進、交流人口・関係人口の拡大等に資す

る施策

期待される効果

復
興
庁

県・12市町村等

交付金

各
府
省
庁

資金の流れ

（令和４年度当初予算額 701億円）

【令和５年度概算決定額 602億円】

交付金の対象 主な事業内容

帰還・移住等環境整備 〇被災12市町村への早期帰還・移住等の促進、地域の再生加速化
・生活拠点等の整備（特定復興再生拠点、災害公営住宅等の整備等）
・放射線への健康不安・健康管理対策等（個人線量の管理等）
・営農・商工業再開に向けた環境整備（農地・農業用施設、産業団地の
整備等）

・新たな住民の移住等の促進に資する施策

長期避難者生活拠点形成 〇長期避難者向けの公営住宅整備とコミュニティ支援
・長期避難者の生活拠点の形成及び関連基盤整備等（復興公営住宅の
整備や道路等インフラ整備等）

・復興公営住宅での生活支援（コミュニティ交流員の配置等）

福島定住等緊急支援 〇子育て世帯が早期に帰還し安心して定住できる環境整備等
・子どもの運動機会確保（遊具の更新、地域の運動施設の整備等）
・基幹事業と一体となって効果を増大するソフト施策（プレイリーダー
の養成等）

〇新たな放射性薬剤の研究開発、治療実現による県民の健康不安解消
〇市町村等の創意工夫による風評払拭に向けた取組を支援

既存ストック活用まちづ
くり支援

○既存ストック（空き地・空き家等）を活用したまちづくり支援
・既存ストックの有効活用による公的施設等の整備
・復興拠点６町村における既存ストック活用策を検討・協議するための
官民連携プラットフォームの構築、社会実験の実施

浜通り地域等産業発展環
境整備事業

〇福島浜通り地域等における産業発展に向けた環境整備
・福島イノベーション・コースト構想の推進に係る交流・関係人口拡大、
取組の周知

・新規の起業、創業に向けたハンズオン支援体制の構築に向けた支援

水産業共同利用施設復興
促進整備事業

〇本格的な水産業の復興に向け、被災した市町村等が所有する水産業共同
利用施設等の整備に対して支援
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〇 帰還意向が限定的である中で、帰還促進に加えて、 「復興の担い手」となる移住人材の確保が必要。

〇 全国の中で12市町村が移住先として選ばれるために、移住者等を呼び込む戦略が必要。

① 12市町村自ら移住施策の創意工夫（令和４年度から家賃低廉化補助の追加等住まいの確保対策を拡充）
② ふくしま12市町村移住支援センターを通じた広域的な取組への対応
③ 移住関心層への直接の後押しとして、移住支援金･起業支援金を給付

※①～③に対し福島再生加速化交付金により措置

12市町村による取組事例

ふくしま12市町村移住支援センターによる情報発信キャンペーン 「#未来ワークふくしま」

12市町村に移住して就業･起業する者に対して、移住支援金･起業支援金を給付

〇 12市町村の移住に関する情報をワンストップで提供するwebサイトとSNSを運用
〇 webサイト上にふくしま12市町村を勤務地とする移住者向けの求人情報を公開
〇 タレントを活用した動画プロモーションや12市町村を体験する移住ツアー開催など様々な形で福島での働き方、暮らし方に関する情報を発信
〇 移住者が住まいを確保しやすくするために、空き家物件や家賃相場等の住まいに関する情報を発信

〇 住まいの確保への支援
移住者が居住を目的として空き家を取得

する場合の改修に係る経費を補助

８．移住・定住の促進

〇 住まいの確保への支援
移住者が空き家を賃借する場合の家賃の

一部を補助

〇 移住関心層への情報発信
地域の魅力を伝えるために移住関連雑誌

への掲載、WEB広告、テレビ番組により情
報を発信

〇 相談窓口の設置
東京で移住相談ができるようにするため

に東京に相談窓口を設置

〇 相談体制の整備
移住希望者が地域住民やすでに移住して

いる者に直接対話し相談できる体制を整備

〇 移住体験ツアーの実施
移住後の生活をイメージできるようにする

ために移住体験ツアーを実施

個人支援金による支援
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９．被災者支援総合交付金

○ 復興の進展に伴い、避難生活の長期化、災害公営住宅等移転

後のコミュニティ形成、被災者の心のケア、避難指示解除区域に

おける生活再建など、被災者をとりまく課題は多様化。

○ 被災者の生活再建のステージに応じた、切れ目ない支援の実

現を図る。令和５年度においても、被災者の「心の復興」やコミュニ

ティ形成支援などの取組について、被災者に寄り添って、手厚く支

援。

＜主な内容＞

① 災害公営住宅への移転等に伴うコミュニティ形成の活動を支援。

② 被災者の生きがいをつくるための「心の復興」事業を支援。

③ 県外避難者に対して、相談支援や避難元自治体の情報提供な

どを実施。

④ 仮設住宅や災害公営住宅等で暮らす高齢者等に対する日常的

な見守り・相談支援を実施。

⑤ 被災者の心のケアを支えるため、個別相談支援や支援者支援

等を実施。

⑥ 子どもに対するケア、学習支援、交流活動支援等を実施。

Ⅰ．各地域の被災者支援の重要課題への対応支援

①被災者支援総合事業
・住宅・生活再建支援 ・コミュニティ形成支援
・「心の復興」 ・被災者生活支援
・被災者支援コーディネート ・県外避難者支援

Ⅱ．被災者の日常的な見守り・相談支援

②被災者見守り・相談支援事業

Ⅲ．仮設住宅での総合相談・介護等のサポート拠点の運営

③仮設住宅サポート拠点運営事業

Ⅳ．被災地における健康支援

④被災地健康支援事業

Ⅴ．被災者の心のケア支援

⑤被災者の心のケア支援事業

Ⅵ．子どもに対する支援

⑥被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業

⑦福島県の子供たちを対象とする自然体験・交流活動支援事業

⑧子供への学習支援によるコミュニティ復興支援事業

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

期待される効果

予算の移替え 交付金の交付

復興庁
県・

市町村 等各省庁

交付金の交付

予算の配分
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（令和４年度当初予算額 115億円）

【令和５年度概算決定額 102億円】

○ 被災者支援の基幹的事業について、被災自治体において横断的な
事業計画を策定し、 交付金による一体的支援を行うことにより、各地域
の実情に応じた効果的・効率的な被災者支援活動の展開が期待される。



機構が取り組むテーマ ※新産業創出等研究開発基本計画 (R4.8.26策定)

産業化
• 産学連携体制の構築
• 実証フィールドの積極的な活用
• 戦略的な知的財産マネジメント

• 研究者にとって魅力的な研究環境
（国際的に卓越した人材確保の必要性を
考慮した給与等の水準などを整備）
• 若手・女性研究者の積極的な登用

【①ロボット】
廃炉にも資する高度な遠隔操作ロボットや
ドローン等の開発、性能評価手法の研究等

ドローン 遠隔操作ロボット

【④放射線科学・創薬医療、
放射線の産業利用】

放射線科学に関する基礎基盤研究や
ＲＩの先端的な医療利用・創薬技術
開発、超大型X線CT装置による放射
線産業利用等

新しいRI医薬品
によるがん治療

超大型X線CT装置
（ものづくりDX）

【⑤原子力災害に関するデータや知見の
集積・発信】
自然科学と社会科学の融合を図り、原子力災害
からの環境回復、原子力災害に対する備えとして
の国際貢献、更には風評払拭等にも貢献する
研究開発・情報発信等 放射性物質の環境動態研究

内閣総理大臣
文部科学大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
環境大臣 将来的には数百名が参画

司令塔
• 既存施設等に横串を刺す協議会
• 研究の加速や総合調整のため、
一部既存施設・既存予算を機構へ
統合・集約

＜機構及び仮事務所の立地＞
円滑な施設整備、周辺環境、広域波及等の
観点から、以下に決定
本施設：浪江町川添地区
仮事務所：浪江町権現堂地区公有施設

人材育成
• 大学院生等
• 地域の未来を担う若者世代
• 企業の専門人材等

に対する人材育成

国内外の
優秀な研究者等

【③エネルギー】
福島を世界におけるカーボンニュートラル先駆けの地に
するための技術実証等

水素エネルギーネットワーク
の構築・実証 ネガティブエミッション技術

CO2

研究開発
• 福島での研究開発に優位性があ
る下記５分野で、被災地や世界
の課題解決に資する国内外に誇
れる研究開発を推進

福島国際研究教育機構（以下「機構」）は、福島をはじめ東北の復興を実現するための夢や希望となるものとするとともに、我が国の科
学技術力・産業競争力の強化を牽引し、経済成長や国民生活の向上に貢献する、世界に冠たる「創造的復興の中核拠点」を目指す。

【②農林水産業】
農林水産資源の超省力生産・活用による地域循環型
経済モデルの実現に向けた実証研究等

生産自動化システム等の実証 有用資源の探索・活用

福島国際研究教育機構の設置効果の広域的な波及へ
・機構を核として、市町村、大学・研究機関、企業・団体等と多様な連携を推進

・浜通り地域を中心に「世界でここにしかない研究・実証・実装の場」を実現し、国際的に情報発信

Fukushima Institute for Research, Education and Innovation
〔福島復興再生特別措置法に基づく特別の法人〕

理事長のリーダーシップの下で、研究開発、産業化、
人材育成等を一体的に推進

理事長予定者：山崎光悦（前金沢大学長）

主務大臣として共管

７年間の中期目標・
中期計画
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※機構が長期・安定的に運営
できるよう必要な予算を確保

10．福島国際研究教育機構（令和５年４月設立予定）の概要



（基本的考え方）
 福島国際研究教育機構の事業は、本施設の立地近接地域だけでなく、復興に取り組む地域全体（浜通り→福島県全域→被災地全体）

にとって「創造的復興の中核拠点」として実感され、その効果はさらに全国へと広域的に波及するものでなければならない
 まずは、機構が取り組む５分野に関連する既存の研究拠点や教育機関等のシーズだけでなく、地域における機構への期待や具体的な

ニーズを、様々な対話を通じて丁寧に把握していく
 それを踏まえ、機構を核として、地域の市町村や住民、企業・団体等との間で様々な形のパートナーシップで連携することが重要
 浜通り地域等を中心に、機構の施設の中だけでなく、施設の外も含めて広域的なキャンパスとしてとらえ、「世界でここにしかない

多様な研究・実証・社会実装の場」を実現し、国際的に情報発信する
 これにより、地域における産業の集積、人材の育成、暮らしやすいまちづくり等を進め、福島・東北の創造的復興、さらには日本

創生を牽引するものとする

自律的に作業する農機制御など
スマート農業技術の研究開発

浜通り地域等の農地を実証フィー
ルドとして活用

若者から高齢者まで誰もが取り組みやすい
超省力・高付加価値で持続可能な先進農業
を実現

（機構を核としたパートナーシップによる事業展開のイメージ例）

電力を水素として高効率に貯
蔵利用するP2Gシステムの開発

「次世代スマートシティ」実証
地区を浜通り地域等に構築

モビリティを組み合わせ、福島型
スマートシティモデルを展開

困難環境でも活用可能な強靭・精密
なロボット・ドローンの研究開発

浜通り地域等の自治体との連携に
よる実証等

自然災害や人手不足に影響されない
豊かで安心な社会モデルを実現

市町村・農家等とのパートナーシップ 市町村・事業者とのパートナーシップ 市町村とのパートナーシップ

福島県全域・全国への拡大 福島県全域・全国への拡大 福島県全域・全国への拡大

などCO2吸収に資する植物の評価等
ネガティブ・エミッションのコア
技術の開発

カーボンニュートラル社会を実現

革新的ながん治療を可能とするRI
の医療利用のための研究開発

革新的なRI医薬品により健康・
長寿社会の実現に貢献

未活用地等を有効活用して実証規
模での検証等の推進

大学・研究機関等と連携した臨床
試験の実施等

市町村・事業者等とのパートナーシップ

福島県全域・全国への拡大

大学・研究機関等とのパートナーシップ

福島県全域・全国への拡大

*P2G = Power to Gas
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福島国際研究教育機構を核とした浜通り地域等との広域連携による効果波及について



福島国際研究教育機構関連事業（復興庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省及び環境省）

令和５年度概算決定額 １４６億円
（令和４年度予算額 ３８億円）

（１）法人運営等 １７億円

• 機構の体制整備

• 事務所等の運営管理

• 新産業創出等研究開発協議会の開催による司令塔機能発揮 等

（２）研究開発事業等(研究開発・産業化・人材育成) １２６億円

• 研究開発及びその環境の整備

• 産業化に向けた産学連携体制の調査・設計等

• 研究アウトリーチ活動の一環としての「出前授業」等の実施 等

（３）施設整備に向けた取組 ３億円

• 施設整備の前段階として建築物の諸機能等の整理

• 用地取得・設計・工事に必要な調査 等

研究領域
【①ロボット】
廃炉作業の着実な推進を支え、災害現場
等の過酷環境下や人手不足の産業現場
等でも対応が可能となるよう、ロボット等の研
究開発を行う。

【②農林水産業】
スマート農業やカーボンニュートラル等を通じ
た地域循環型経済モデルの構築を目指し、
超省力・低コストな持続性の高い農林水産
業に向けた実証研究を行う。

【③エネルギー】
福島を世界におけるカーボンニュートラル先
駆けの地とするため、水素エネルギーネット
ワークの構築や、ネガティブエミッション技術の
研究開発を進める。

【④放射線科学・創薬医療、放射線の産業利用】
オールジャパンの研究推進体制の構築と放射線
科学に関する基礎基盤研究やＲＩの先端的な
医療利用・創薬技術開発及び超大型X線CT
装置等を中心とした技術開発による放射線の産
業利用を実現する。

【⑤原子力災害に関するデータや知見の集積・発信】
自然科学と社会科学の研究成果等の融合を図り、
原子力災害からの環境回復、原子力災害に対す
る備えとしての国際貢献、更には風評払拭等にも
貢献する。
また、原発事故被災地域における機構を核とした
復興まちづくりを進め、活力ある地域づくりにつなげる。

※一般会計計上の法人運営費含む

東日本大震災復興特別会計 145億円
一般会計 １億円

復興庁

請負
民間事業者等

資金の流れ

【施設整備に向けた取組】

【法人運営等、研究開発・産業化・人材育成】

福島国際研究教育機構

関係省
予算移替 補助

関係省 補助

復興庁

○ 福島国際研究教育機構を設立し、業務を円滑かつ着実に開始すること
で、福島や東北の復興及び我が国の科学技術力・産業競争力の強化に早
期に貢献する。

○ また、機構の本施設竣工前から研究開発等を実施することで、研究成果
の社会実装・産業化を迅速に進めることが可能となり、一日も早い復興の
実現に資する。

期待される効果

○ 福島イノベーション・コースト構想を更に発展させ、司令塔となる中核的
な拠点として、令和５年４月に「福島国際研究教育機構」を設立する。

○ 機構は、「創造的復興の中核拠点」として、福島をはじめ東北の復興を
実現するための夢や希望となるものとするとともに、その活動を通じて、我
が国の科学技術力の強化を牽引し、イノベーションの創出により産業構造
を変革させることを通じて、我が国の産業競争力を世界最高の水準に引き
上げ、経済成長や国民生活の向上に貢献する世界に冠たる拠点となるこ
とを目指す。

○ このため、令和５年度概算決定において、法人の運営（体制整備、研究
開発事業等の実施）等に必要な予算を計上するとともに、施設整備に向け
た取組を実施する。

事業概要・目的
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事業イメージ・具体例

補助・出資
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